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入院したらどれくらい費用がかかるの？  

～ 病気やけがをしたときの３つの公的制度 ～ 

自己負担額の概要 

①高額療養費制度

皆さん何かしらの健康保険に加入しています。日本

の健康保険制度は大変優れていて、病気やケガで

入院や手術を受けても、本人の自己負担額は少なく

抑えられます。たとえ医療費が高額になったとしても、

いつも２割３割の負担が必要な訳ではありません。 

高額療養費制度で、限度額が設けられているから 

です。平成２７年現在、７０歳未満の場合の治療費

自己負担額上限は、年収が概ね３７０万円～７７０

万円の人で月額約９万円、７７０万円～１１６０万円

の人では月額約１７万円となっています。 

※医療費以外の自己負担

差額ベッド代や入院中の食事代は、高額療養費の

対象とならないため、その費用は全額自己負担です。

入院して多額の費用がかかったという話を耳にする

のは、このような医療費以外の負担が膨らむことが 

あるためでしょう。ただ、差額ベッド代は病院都合 

（大部屋が満床など）の場合、請求に応じる必要は

ありません。また、食事代（１食３６０円／住民税非

課税の方を除く）は普段でもかかる費用ですから、 

入院費用として算入すべきではありません。その他

の雑費として、パジャマや洗面用具、家族が通院 

するための交通費などが考えられますが、通常は  

２、３万円をみておけば不足はないようです。 

②傷病手当金 ～ 給与の補填

サラリーマンの場合、欠勤を有給で消化できれば

基本給の減少はありません。また、仮に長期間

休職したとしても、傷病手当金（標準報酬月額の

約３分の２の金額）が、健康保険組合から最長で

１年６ヶ月間支給されます。

③医療費控除

負担した年間の医療費が１０万円を超えた金額は、

その年の所得から差し引くことができ、確定申告を 

すれば所得税の還付を受けることができます。住宅

ローン控除などで所得税の支払いがない人でも、

住民税が軽減されるので申告しましょう。また医療費

控除は、本人の医療費だけでなく、家族分も合算で

きます。

★こういった公的制度を確認した上で、任意で

備える保険を検討したいですね。 
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